介護老人保健施設こまくさ

介護老人保健施設サービス・短期入所療養介護、介護予防短期入所療養介護

契約書及び重要事項説明書
契約書

利用者　　　　　　　　　　　様（以下「甲」という）と「介護老人保健施設こまくさ」（以下「乙」という）は、施設サービス利用に関して次のとおり契約を結びます。

（目的）

第1条 １．乙は、介護保険法等の関係法令及び、この契約書に従い、本施設において、甲がその有する能力に応じて可能な限り自立した日常生活を営むことができるようにするとともに、甲の居宅における生活への復帰を目的として施設サービスを提供します。

（契約期間）

第2条 １，この契約書の契約期間は、西暦　　　　　年　　月　　日からとします。

2、甲から更新拒絶の意思表示がない場合は、この契約は同一の内容で自動更新されるものとします。

（運営規定の概要）

第3条 １．乙の運営規定の概要（事業の目的、職員の体制、サービスの内容等）、従業者の勤務体制等は重要事項説明書に記載したとおりです。

（施設サービス計画書の作成・変更）

第4条 １．乙は本施設の介護支援専門員に、甲のための施設サービス計画を作成する業務を担当させ、本条項に定める職務を誠意持って遂行するよう責任を持って指導します。

2、担当介護支援専門員は、甲の心身の状況及びその有する能力、置かれている環境等の評価に基づき、甲が人間的で自立した日常生活を営むことができるよう、本施設の他の従業者と協議の上、施設サービス計画案を作成し、これを甲及びその後見人、家族または身元引受人に対し説明し、その同意を得るものとします。

3、施設サービス計画には、本施設で提供する施設サービスの目標、その達成時期、施設サービスの内容、施設サービスを提供するうえで留意すべき事項等を記載します。

4、乙は、次のいずれかに該当する場合には、第1条に規定する施設サービスの目的に従い、施設サービス計画の変更を行います。

.・甲の心身の状況等の変化により、当該施設サービス計画を変更する必要がある場合。

· 甲が施設サービス計画の変更を希望する場合。

5、乙は、前項に定める施設サービス計画の変更を行う際には、甲及びその後見人、家族又は身元引受人に対し説明し、その同意を得るものとします。

（施設サービスの内容及びその提供）

第5条 １．乙は、前条により作成された施設サービス計画に基づき、甲に対し施設サービスを提供します。各種施設サービスの内容は、重要事項説明書に記載したとおりです。

2、乙は、甲に対し前条により甲のための施設サービス計画が作成されるまでの間は、甲がその有する能力に応じて可能な限り自立した日常生活を営むことができるよう配慮し、適切な介護サービスを提供します。

3、乙は、甲の施設サービスの提供に関する記録を整備し、その完結の日から5年間保存しなければなりません。

（身体拘束その他の行動制限、虐待防止の指針）

第6条 １．乙は甲又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、甲に対し隔離、身体的拘束、薬剤投与その他の方法により甲の行動を制限しません。

2、乙が甲に対し隔離、身体的拘束、薬剤投与その他の方法により甲の行動を制限する場合は、甲に対し事前に、行動制限の根拠、内容、見込まれる期間について十分説明します。

3、乙が甲に対し隔離、身体的拘束、薬剤投与その他の方法により甲の行動を制限した場合には、前条第3項の施設サービスの提供に関する書類に次の事項を記載します。

· 甲に対する行動制限を決定した者の氏名、行動制限の根拠、内容、見込まれる期間及び実施された機関

· 前項に基づく甲に対する説明の時期及び内容、その際のやりとりの概要

· 前項に基づく甲の後見人又は甲の家族に対する説明の時期及び内容、その際の概要
　　　4、組織として虐待防止のための必要な措置を講じます。
（協力義務）

第7条 甲は、乙が甲のため施設サービスを提供するにあたり、可能な限り乙に協力しなければなりません。

（苦情対応）

第8条 乙は、苦情対応の責任者及びその連絡先を明らかにし、乙が提供した施設サービスについて甲、甲の後見人、甲の家族又は甲の身元引受人から苦情の申し立てがある場合は、迅速かつ誠実に必要な対応を行います。

（医療体制）

第9条 １．乙は、配置の医師及び看護職員に常に甲の病状、心身の状況等を把握させ、甲及びその家族に適切な指導を行うとともに必要な医療を行います。

2、乙は、甲に病状の急変が生じた場合、その他必要な場合は、速やかに重要事項説明書に記載する協力医療機関に連絡取るなど必要な対応を講じます。

（費用）

第10条 １．乙が提供する施設サービスの要介護状態区分毎の利用料及びその他の費用は、重要事項説明書に記載したとおりです。

2、甲は、サービスの対価として、前項の費用の額をもとに月ごとに算定された利用者負担金を乙に支払います。

（個人情報の保護）

第11条 １．乙及びその従業員は、正当な理由がない限り、その業務上知り得た甲及びその後見人、家族又は身元引受人の秘密を漏らしません。

2、乙は、居宅介護支援事業所等必要な機関に対し、甲及びその後見人、家族又は身元引受人に関する情報を提供する必要がある場合には、使用目的を説明し、文章により同意を得ます。

3、情報の開示及び、個人情報の保護に関する詳細は重要事項説明書に記載し説明いたします。

4、乙の従業員は、退職後も秘密を漏らしません。

（甲の解除権）

第12条 １．甲は、3日以上の予告期間をもって、いつでもこの契約を解除することができます。

（乙の解除権）

第13条 乙は、甲が次の各号に該当する場合は、30日間以上の予告期間をもって、この契約を解除することができます。

1、 甲が正当な理由なく利用料その他自己の支払うべき費用を３ヶ月以上滞納したとき。

2、 甲の行動が、他の利用者の生命又は健康に重大な影響を及ぼすおそれがあり、乙において十分な介護を尽くしてもこれを防止できないとき。

3、 甲が重大な自傷行為を繰り返すなど、自殺をする危険性が極めて高く、乙において十分な介護を尽くしてもこれを防止できないとき。

4、 甲が故意に法令違反その他重大な秩序破壊行為をなし、改善の見込みがないとき。

5、甲が反社会的勢力であることが認められたとき。
（契約の終了）

第14条 次に揚げる事由が発生した場合は、この契約は終了するものとします。

1、 甲が要介護状態において非該当または要支援となったとき。

2、 第2条1項及び2項により、契約満了日の7日前までに甲から更新拒絶の申し出があり、かつ契約期間が満了したとき。

3、 甲が第12条により契約を解除したとき。

4、 乙が第13条により契約を解除したとき。

5、 甲について、病院又は診療所に長期的に入院する必要が生じ、その病院又は診療所において甲を受け入れる体制が整ったとき。

6、 甲において介護保険サービス提供の必要性がなくなったとき。

7、 甲が死亡したとき。

（契約終了後の退所と清算）

第15条 １．甲はこの契約終了後、ただちに本施設を退所します。

2、この契約の終了により甲が本施設を退所することになったときは、乙はあらかじめ甲の受け入れ先が決まっている場合を除き、居宅介護支援事業者、保健機関、医療機関、福祉サービス機関等と連携し、甲の円滑な退所のために必要な援助を行います。

（事故発生時の対応及び損害賠償）

第16条 １．乙は、施設サービスの提供に当たって、事故が発生した場合には、速やかに甲の後見人及び家族又は身元引受人に連絡するとともに、必要な措置を講じます。

2、前項において、事故により甲に損害が発生した場合は、乙は速やかに甲の損害を賠償します。ただし、乙に故意・過失がない場合はこの限りではありません。

3、前項の場合において、当該事故発生につき甲の重過失がある場合は、損害賠償の額を減額することができます。

（利用者代理人）

第17条 １．甲は代理人を選任してこの契約を締結させることができ、又、契約に定める権利の行使と義務の履行を代理して行わせることができます。

2、甲の代理人選定に際して必要がある場合は、乙は成年後見制度や地域福祉権利擁護事業の内容を説明するものとします。

（身元引受人）

第18条 １．乙は甲に対し、身元引受人を求めることがあります。ただし甲に身元引受人を立てることができない相当の理由が認められる場合は、この限りではありません。

2、身元引受人は次の責任を負います。

· 甲が他の医療介護機関に入院（入所）する場合手続きが円滑に進行するよう協力すること。

· 契約終了の場合、乙と連携して甲の状態に見合った適切な受け入れ先の確保に努めること。

· 甲が死亡した場合、遺体及び遺留品の引受けその他必要な措置をとること。

· 利用料金の支払いに関すること。

（連帯保証人）

第19条

1. 連帯保証人は、利用者と連携して、本契約から生じる利用者の債務を負担するものとする。

2. 前項の連帯保証人の負担は、極度額50万円を限度とする。
3. 連帯保証人が負担する債務の元本は、利用者又は連帯保証人が死亡したときに、確定するものとする。

4. 連帯保証人の請求があったときは、事業者は、連帯保証人に対し遅滞なく、利用料等の支払い状況や滞納金の額、損害賠償の額など、利用者全ての債務の額等に関する情報を提供しなければならない。

（合意管轄）

第20条 この契約に起因する紛争に関して訴訟の必要が生じたときは、管轄する裁判所とすることで合意します。

（協議事項）

第21条 この契約に定めのない事項については、介護保険法等の関係法令に従い、甲乙協議により定めます。

重要事項説明

【介護保健サービス・短期入所療養介護、介護予防短期入所療養介護】
１　事業者（法人）の概要
	名称・法人種別
	長野県厚生農業協同組合連合会

	代表者名
	代表理事理事長　洞　和彦

	所在地・連絡先
	（住所）長野県長野市北石堂町１１７７－３
  

（電話）０２６－２３８－２３０８


 
２　事業所（ご利用施設）
	　施設の名称
	老人保健施設こまくさ

	所在地・連絡先
	（住所）長野県小諸市南町２－２－２７
（電話）０２６７－２５－１７７０
（FAX）０２６７－２６－３０３５

	事業所番号
	２０５０８８００１８

	施設長の氏名
	中田　弘子　


 

３　施設の目的及び運営方針
　（１）施設の目的
 こまくさは、施設サービス計画に基づき、医学的管理下における看護・介護・機能訓練・日常生活のお世話を行うことにより、在宅における生活への復帰を目指し、明るく家庭的な雰囲気を有し、地域や家族との結びつきを重視し、常に利用者の意志及び人格を尊重したサービス提供に努めます。

　（２）運営方針
 こまくさは施設サービス計画に基づいて、医学的管理下における看護・介護及び機能訓練、その他必要な医療並びに、日常生活のお世話を行う事により、入所者が残存機能に応じた日常生活を営むことができるように努めると同時に在宅復帰を目指します。

利用者本意の立場に立った施設サービスを提供し、各事業所・行政その他との密接な連携に努めます。地域との結びつきを重視し、ボランティアの積極的な受け入れを行います。

 

（３）その他
	事項
	内容

	施設サービス計画の作成及び事後評価
	担当の介護支援専門員が、利用者様の直面している課題等を評価し、利用者様の希望を踏まえて施設サービス計画を作成します。

	従業員研修
	年３回以上の研修を行っています。


４　施設の概要
（１）構造等
	敷地
	

	　　　　建　物
	構造
	鉄筋コンクリート 

	
	述べ床面積
	５０２０．３５㎡

	
	利用定員
	１００名


 

（２）療養室
	療養室の種類
	室　数
	面積（一人あたりの面積）
	備　考

	一人部屋
	22
	８㎡以上
	ナースコールを設置

	二 人 部 屋
	5
	８㎡以上
	ナースコールを設置

	四 人 部 屋
	17 
	８㎡以上
	ナースコールを設置


 

（３）主な設備
	設　備
	室　数
	備　考

	食　堂
	2
	 

	機能訓練室
	 １
	 

	浴　室
	 4
	特別浴槽１台設置

	ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ・ﾙｰﾑ
	１
	 

	洗　面　所
	居室他 
	 ブザー、常夜灯を設置

	便　所
	居室他  
	ブザー、常夜灯を設置


５　施設の職員体制
	従業者の職種
	常勤換算後の人数（人）
	職務の内容

	
	
	

	
	
	

	施　設　長
	 １名
	 施設の運営・管理

	医　　　師
	 １名以上
	 利用者の医学的管理

	看護職員
	 8名以上
	 利用者の看護・介護業務全般

	介護職員
	 22名以上
	 利用者の介護業務全般

	支援相談員
	 1名以上
	相談援助業務

	理学療法士
	 

 2名以上
	機能訓練全般

	作業療法士
	
	機能訓練全般

	栄　養　士
	 １名以上
	献立・栄養管理・調理業務 

	介護支援専門員
	 １名以上
	施設サービス計画作成

	調理員、事務員等
その他の従業者
	 必要数
	 

	
	
	


　＊夜勤は、看護・介護職員4名以上で対応しています。

６　施設サービスの内容と費用
（１）介護保険給付対象サービス
ア　サービス内容
	種　　　類
	内　　　　　容

	食　　　　事
	（食事時間）
朝食　８：００～
昼食１２：００～
夕食１８：００～
栄養士の立てる献立表により、栄養と入所者の身体状況に配慮した食事を提供します

	医療・看護
	医師により、診察を行います。それ以外でも必要がある場合にはいつでも診察を受け付けます。
ただし、当施設では行えない処置や手術、その他病状が著しく変化した場合の医療については他の医療機関での治療となります。

	機能訓練
	理学療法士、作業療法士により入所者の状況に適した機能訓練を行い、身体機能の低下を防止するよう努めます。

	入　　　　浴
	最低でも週２回の入浴又は清拭を行います。
　寝たきり等で座位のとれない方は、機械を用いての入浴も可能です。

	排　　　　泄
	　利用者の状況に応じて適切な排泄介助を行うと共に、排泄の自立についても適切な援助を行います。

	離床・整容等
	　寝たきり防止のため、出来る限り離床に配慮します。
個人としての尊厳に配慮し、適切な整容が行われるよう援助をします。　

	相談及び援助
	入所者とその家族からのご相談に応じます。


 
イ　費用
原則として料金表の利用料金の１割～3割が利用者の負担額となります。
介護保険適用の場合でも、保険料の滞納等により、事業者に直接介護保険給付が行われない場合があります。その場合、料金表の利用料金全額をお支払いください。利用料のお支払いと引き換えにサービス提供証明書と領収証を発行します。
サービス提供証明書及び領収証は、後に利用料の償還払いを受けるときに必要となります。
　
【料金表】
【多床室】介護老人保健施設サービス費（ⅳ）【在宅強化型】（１日につき）1単位10円
	要介護１　  ８７１単位
	要介護２　　９４７単位
	要介護３　１０１４単位

	要介護４　１０７２単位
	要介護５　１１２５単位
	 


【個　室】介護老人保健施設サービス費（ⅱ）【在宅強化型】

	要介護１　　７５６単位
	要介護２　　８２８単位
	要介護３　　８９０単位

	要介護４　　９４６単位
	要介護５　１００３単位
	 


 ○加算（１日につき）
	種　　　類
	利　用　料
	種　　　類
	利　用　料

	初期加算Ⅰ・Ⅱ
	60・30単位
	試行的退所時指導加算
	４００単位

	ｻｰﾋﾞｽ提供体制強化加算Ⅰ
	２２単位
	外泊時費用
	３６２単位

	短期集中リハ実施加算Ⅰ
	２５８単位
	退所時情報提供加算Ⅰ
	５００単位

	短期集中リハ実施加算Ⅱ
	２００単位
	退所時情報提供加算Ⅱ
	２５０単位

	認知症短期集中リハ実施加算Ⅰ
	２４０単位
	退所時栄養情報連携加算
	７０単位/回

	認知症短期集中リハ実施加算Ⅱ
	１２０単位
	再入所時栄養連携加算
	２００単位

	入退所前連携加算Ⅰ
	６００単位
	入所前後訪問指導加算Ⅰ
	４５０単位

	入退所前連携加算Ⅱ
	４００単位
	入所前後訪問指導加算Ⅱ
	４８０単位

	ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画書情報加算Ⅰ・Ⅱ
	５３・３３単位
	ﾀｰﾐﾅﾙｹｱ死亡日45日前～31日前
	７２単位

	栄養マネジメント強化加算
	１１単位
	ﾀｰﾐﾅﾙｹｱ死亡日以前4～30日
	１６０単位

	療養食加算（１食）
	６単位
	ﾀｰﾐﾅﾙｹｱ死亡日前日及び前々日
	９１０単位

	口腔衛生管理加算Ⅰ・Ⅱ
	90・110単位
	ﾀｰﾐﾅﾙｹｱ死亡日
	１９００単位

	経口移行加算
	２８単位
	排せつ支援加算Ⅰ
	１０単位/月

	経口維持加算Ⅰ（１月につき）
	４００単位
	排せつ支援加算Ⅱ
	１５単位/月

	経口維持加算Ⅱ（１月につき）
	１００単位
	排せつ支援加算Ⅲ
	２０単位/月

	褥瘡マネジメント加算Ⅰ
	３単位/月
	自立支援促進加算
	３００単位/月

	褥瘡マネジメント加算Ⅱ
	１３単位/月
	所定疾患施設療養費Ⅰ
	２３９単位

	かかりつけ医連携薬剤調整加算Ⅰロ
	７０単位
	所定疾患施設療養費Ⅱ
	４８０単位

	かかりつけ医連携薬剤調整加算Ⅱ
	２４０単位
	緊急時治療管理
	５１８単位

	かかりつけ医連携薬剤調整加算Ⅲ
	１００単位
	訪問看護指示加算
	３００単位

	夜勤職員配置加算
	２４単位
	認知症行動・心理症状緊急対応加算
	２００単位

	在宅復帰在宅療養支援機能加算Ⅰ
	５１単位
	安全対策体制加算
	２０単位

	在宅復帰在宅療養支援機能加算Ⅱ
	５１単位
	栄養マネジメント未実施
	△１４単位

	協力医療機関連携加算
	１００単位
	高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）
	１０単位/月

	科学的介護推進体制加算Ⅰ
	４０単位/月
	生産性向上推進体制加算（Ⅰ）
	１００単位/月

	科学的介護推進体制加算Ⅱ
	６０単位/月
	生産性向上推進体制加算（Ⅱ）
	１０単位/月

	新興感染症等施設療養費
	２４０単位/日（5日間）

	介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）
	所定単位数の7.5％を加算


【料金表】短期入所療養介護（１日につき）1単位10円
【多床室】介護老人保健施設短期入所療養介護費サービス（ⅲ）【基本型】
	要支援１　　６１３単位
	要支援２　　７７４単位
	要介護１　 　８３０単位

	要介護２　　８８０単位
	要介護３　　９４４単位
	要介護４　   ９９７単位 

	要介護５　 １０５２単位
	
	


【多床室】介護老人保健施設短期入所療養介護費サービス（ⅳ）【在宅強化型】

	要支援１　　６７２単位
	要支援２　　８３４単位
	要介護１　　 ９０２単位

	要介護２　　９７９単位
	要介護３　１０４４単位
	要介護４　 １１０２単位

	要介護５　 １１６１単位
	
	


【個　室】介護老人保健施設短期入所療養介護費サービス（ⅰ）【基本型】
	要支援１　　５７７単位
	要支援２　　７２１単位
	要介護１　　７５２単位

	要介護２　　７９９単位
	要介護３　　８６１単位
	要介護４　 ９１４単位 

	要介護５　　９６６単位
	
	


【個　室】介護老人保健施設短期入所療養介護費サービス（ⅱ）【在宅強化型】

	要支援１　　６１９単位
	要支援２　　７６２単位
	要介護１　　７９４単位

	要介護２　　８６７単位
	要介護３　　９３０単位
	要介護４　　９８８単位 

	要介護５　 １０４４単位
	
	


○加算（１日につき）

	種　　　類
	利　用　料
	種　　　類
	利　用　料

	重度療養管理加算
	120単位
	個別リハ実施加算
	240単位

	緊急短期受入加算
	90単位
	認知症緊急対応加算
	200単位

	療養食加算（１食）
	8単位
	送迎加算（片道）
	184単位

	在宅復帰在宅療養支援機能加算Ⅰ
	51単位
	在宅復帰在宅療養支援機能加算Ⅱ
	51単位

	認知症専門ケア加算Ⅰ
	3単位
	認知症専門ケア加算Ⅱ
	4単位

	緊急時治療管理加算
	518単位
	夜勤職員配置加算
	24単位

	ｻｰﾋﾞｽ提供体制強化加算Ⅰ
	22単位
	総合医学管理加算
	275単位

	処遇改善加算Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ
	Ⅰ・7.5％　Ⅱ・7.1％　Ⅲ・5.4％　Ⅳ・4.4％


○外泊時の費用
一時的に自宅等に外泊された場合は、要介護状態区分にかかわらず、１日につき
３６２円＋居住費。ただし、１月につき７泊（６日分）を限度とします。
月をまたがる場合は最大で連続１３泊（１２日分）を上限とします。
 （２）介護保険給付対象外サービス
利用料の全額を負担していただきます。
１）理髪・美容

	内容
	利用料

	理美容室の出張による理美容サービスをご利用いただけます

	実　費


２）日常生活品・教養娯楽費（１日につき）

	内容
	利用料

	日常生活において必要なものに関わる費用であって、お客様にご負担いただくことが適当であるもの。
（入所にあたっては別途ＣＳセット契約が必要です。）

	約200円～400円別途ＣＳセット代金がかかります


３）食　費（１日につき）

	第１段階

・世帯全員が住民税非課税で老齢福祉年金受給者の方
・生活保護受給者の方
	３００円

	第２段階

世帯全員が住民税非課税で課税年金収入額+非課税年金収入額+合計所得金額が８０万円「以下」の方


	３９０円
600円（短期）

	第３段階①年金収入等８０万円超１２０万円以下
第３段階②年金収入等１２０万円超
	６５０円
1000円（短期）
１３６０円

1300円（短期）

	第４段階

第１段階～第３段階該当者以外の方
（朝：330円　昼：750円　夕：580円）

	１６６０円


第１段階～第３段階に該当する場合は「介護保険負担限度額認定証」が必要となりますので、市町村に申請が必要です。「介護保険負担限度額認定証」は入所時に提示してください。

　　　
４）居住費（滞在費）

【多床室】

	第１段階

・世帯全員が住民税非課税で老齢福祉年金受給者の方
・生活保護受給者の方
	０円

	第２段階

世帯全員が住民税非課税で課税年金収入額+非課税年金収入額+合計所得金額が８０万円「以下」の方
	４３０円

	第３段階

本人及び世帯全員が住民税非課税で利用者負担第２段階該当者以外の方
	４３０円

	第４段階

第１段階～第３段階該当者以外の方
	４３０円


【個　室】

	第１段階

・世帯全員が住民税非課税で老齢福祉年金受給者の方
・生活保護受給者の方
	５５０円

	第２段階

世帯全員が住民税非課税で課税年金収入額+非課税年金収入額+合計所得金額が８０万円「以下」の方
	５５０円

	第３段階

本人及び世帯全員が住民税非課税で利用者負担第２段階該当者以外の方
	１３７０円

	第４段階

第１段階～第３段階該当者以外の方
	２１４０円


第１段階～第３段階に該当する場合は「介護保険負担限度額認定証」が必要となりますので、市町村に申請が必要です。「介護保険負担限度額認定証」は入所時に提示してください。

７　利用料等のお支払方法
毎月、１０日までに「6施設サービスの内容と費用」に記載の金額を基に算定した前月分の利用料等を利用料明細書により請求いたしますので、２０日までに事務室にてお支払いください。
 ８　サービス内容に関する苦情等相談窓口
	当施設利用者様相談窓口
	窓口責任者　土屋　美佐子・宇都宮　功
ご利用時間　８：３０～１７：００
ご利用方法　電話（０２６７－２５－１７７０）
　　　　　　面接（当施設１階相談室）
　　　　　　ご意見箱（１・2階に設置）


· その他苦情相談窓口

小諸市役所高齢福祉課　　　　　　０２６７－２２－１７００

長野県国保連合会　　　　　　　　０２６－２３８－１５８０

小諸市地域包括支援センター　　　０２６７－２６－２２５０

９　事故発生時の対応

施設サービスの提供にあたって、事故が発生した場合には、速やかに利用者の後見人及び家族又は身元引受人に連絡をするとともに、必要な措置を講じます。
１０　非常災害時の対策
	非常時の対応
	別途定める「消防計画」にのっとり対応を行います。

	避難訓練及び防災設備
	　別途定める「消防計画」にのっとり年２回夜間及び昼間を想定した避難訓練を、入所者の方も参加して行います。

	
	設備名称
	個数等
	設備名称
	個数等

	
	スプリンクラー
	あり
	防火扉・シャッター
	

	
	避難階段
	
	屋内消火栓
	あり

	
	自動火災報知機
	あり
	ガス漏れ探知機
	あり

	
	誘導灯
	あり
	
	

	
	　カーテンは防炎性能のあるものを使用しています。


 

１１　協力医療機関等
	医療機関
	病院名
	浅間南麓こもろ医療センター

	
	電話番号
	０２６７－２２－１０７０

	歯　科
	病院名
	浅間南麓こもろ医療センター

	
	電話番号
	０２６７－２２－１０７０


 
１２　施設の利用にあたっての留意事項
	来訪・面会
	　面会時間　８：３０～１９：００　土日祝日17：00施錠
※感染症対策の為、面会時間変更があります

	外出・外泊
	外出・外泊の際には、必ず行く先と帰宅日時を職員に申し出てください。

	居室・設備・器具の利用
	　施設内の居室や設備、器具は本来の用法に従ってご利用ください。
　これに反したご利用により破損等が生じた場合、弁償していただく場合があります。

	喫　　煙
	　決められた場所以外での喫煙はご遠慮ください。

	迷惑行為等
	　騒音等他の入所者の迷惑になる行為はご遠慮ください。
また、むやみに他の入所者の居室等に立ち入らないでください。

	所持金品の管理
	　所持金品は、自己の責任で管理してください。

	宗教活動・政治活動
	施設内での他の入所者に対する執拗な宗教活動及び政治活動はご遠慮ください。

	動物飼育
	施設内へのペットの持ち込み及び飼育はお断りします。


 介護・診療情報の提供および個人情報の保護に関するお知らせ

当施設は、利用者の皆様への説明と納得に基づくサービス提供（インフォームド・コンセント）および個人情報の保護に積極的に取り組んでおります。

介護・診療情報の提供

· ご自身の症状やケアについて質問や不安がおありになる場合は、遠慮なく直接、医師・看護・介護職員・又は支援相談員に質問し、説明を受けてください。この場合には、特別な手続きは必要ありません。
看護・診療情報の開示

· ご自身の介護診療情報の閲覧や謄写をご希望の場合は、遠慮なく医師又は「個人情報保護相談窓口」に開示をお申し出下さい。
個人情報の内容修正・利用停止

· 個人情報とは、氏名、住所等の特定の個人を識別できる情報を言います。

· 当施設が保有する個人情報（介護・診療情報等）が事実と異なるとお考えになる場合は、内容の修正・利用停止を求める事ができます。職員にお申し出下さい。調査の上対応いたします。
個人情報の利用目的

· 個人情報は以下の場合を除き、本来の利用目的の範囲を超えて利用しません。

· サービス提供のために利用する他、施設運営、教育・研修、行政命令の遵守、他の医療・介護・福祉施設との連携等のために、個人情報を利用する事があります。また、外部機関による施設評価、学会や出版物等で個人名が特定されないかたちで報告する事があります。

· 当施設は、看護介護職員等の研修施設に指定されており、研修・養成の目的で、学生等が診療・看護・介護などに同席する場合があります。

· 無断外出等により行方不明となった場合の捜索協力機関への写真・氏名・特徴等の情報提供。
ご希望の確認と変更

· 入所予定の変更、介護給付・保険証等の確認等、緊急性を認めた内容について、利用者さん本人に連絡する場合があります。ただし、事前に受付までお申し出があった場合は連絡いたしません。

· 居室における氏名の掲示を望まない場合はお申し出下さい。ただし、事故防止・安全確保のためには、氏名の掲示が望ましいです。

· 電話あるいは面会者からの、部屋等の問い合わせへの回答を望まない場合には、お申し出ください。

· 一度出されたご希望をいつでも変更する事が可能です。お気軽にお申し出下さい。

相談窓口

· ご質問やご相談は、各部署責任者または以下の個人情報保護相談窓口をご利用ください。

個人情報保護相談窓口　  宇都宮　功
· 事業計画や財務内容に関する資料を閲覧希望する方は、事務室まで申込み下さい。
令和　5年　1月　１日   介護老人保健施設 こまくさ   管理者    中田　弘子
同意書
【個人情報の活用について】
　利用者・家族等に関する情報をサービス担当者会議等において、関係者
及び関係機関に提供することに同意します。
　　　　年　　　月　　　日
住所
利用者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
住所
家族等氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※利用者との続柄（　　　　　　　　　）
事 業 者
所 在 地　長野県小諸市南町2-2-27
事業者名　介護老人保健施設こまくさ
管 理 者　中田　弘子
【入所時説明書】
説明相談員　　　　　　　　　　　　　　　　

　当施設では利用者が快適な入所生活を送られますように、安全な環境作りに努めておりますが、利用者の身体状況や病気に伴う様々な症状が原因により、下記の危険性が伴うことを十分にご理解下さい。
（ご確認いただきましたら□にチェックをお願いします。）
《高齢者の特徴に関して》
□ 歩行時の転倒、ベッドや車椅子からの転落等による骨折・外傷、頭蓋内損傷の恐れがあります。

□ 老人保健施設は、リハビリ施設であること、原則的に拘束を行わないことから、転倒・転落による事故の可能性があります。

□ 高齢者の骨はもろく、通常の対応でも容易に骨折する恐れがあります。

□ 高齢者の皮膚は薄く、少しの摩擦で表皮剥離ができやすい状態にあります。

□ 健常者では通常感染しない状態であっても、高齢者は免疫力の低下により疥癬等の感染性皮膚疾患にかかりやすく、悪化しやすい可能性があります。

□ 高齢者の血管はもろく、軽度の打撲や少しの圧迫であっても、皮下出血が出来やすい状態にあります。

□ 加齢や認知症の症状により、水分や食物を飲み込む力が低下します。誤嚥・誤飲・窒息の危険性が高い状態にあります。

□ 高齢者は、加齢に伴い肺や気管支等の呼吸器官の機能が低下するため、風邪症状から肺炎等に状態が重症化する危険性があります。

□ 高齢者であることにより、脳や心臓の疾患により、急変・急死される場合もあります。

□ 本人の全身状態が急に悪化した場合、当施設医師、または看護師の判断で緊急に病院へ搬送を行うことがあります。
□ 日本人が生涯、癌に罹る確率は男性６０％、女性４０％（国立がん研究センター推計）であり、今後癌を発症する可能性もあります。

· 認知症は記憶障害や知的機能の低下といった基本症状の他に、心理・行動障害（周辺症状）が出現する場合があり、徘徊や昼夜逆転、攻撃的行為、せん妄等の行動障害を起こす可能性があります。
《医学的管理・服薬管理に関して》

· 当施設ご利用（入所）中は、必要に応じて当施設の医師が検査・投薬・処置等を行います。入所時に薬をご持参された場合、本人の状態に応じて処方内容を調整することがありますのでご了承下さい。

· 健康補助食品や市販薬を併用している方の場合、薬の効果が変化したり副作用の恐れがあるため、用法・用量の調整や服用の制限をさせて頂くことがありますのでご了承下さい。

《利用中の注意点》

· 利用者、職員等に対するハラスメント行為（暴言、暴力、迷惑行為等のパワーハラスメントやセクシュアルハラスメント等）があった場合は契約を解除させて頂きます。

· 金銭、貴重品の持ち込みは原則として禁止致します。盗難、紛失、破損等あった場合、責任は負いかねます。

· 利用者の営利行為、宗教の勧誘、特定の政治活動等は禁止しております。
· サービス利用中に介護職員を含む利用者本人以外の写真や動画の撮影・録音などインターネット、SNSに掲載することを禁止しております。
私は、上記項目について、入所者の貴施設利用時のリスクについて説明を受け、十分に理解しました。

令和　　年　　月　　日　　　御家族　　　　　　　　　　　（続柄　　　）

 当事業者は、介護老人保健施設の契約内容及び重要事項を説明しました。
 

 

西暦　　　　年　　月　　日
 

　　　　事業者乙　　　　　　　　  住　  所　長野県小諸市南町２－２－２７
 　　　　　　　　　　　　　　　 事業所名　 老人保健施設こまくさ
　　　　　　　　　　　　 （事業所番号）２０５０８８００１８
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　管理者　中田　弘子　　印
 

　　　　説明者　　　　　　　　　　職　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 

この契約の成立を証するため本証2通を作成し、甲乙各署名押印して1通ずつを保有します。

介護老人保健施設の契約内容及び重要事項の説明を受け同意します。
また、第11条により利用者・家族等に関する情報をサービス担当者会議等に提供することに同意します。

西暦　　　　年　　月　　日

利用者甲　　　　　　　　　住所

　　　　　 　　　　　　　 氏名　　　　　　　　　　　　　印
身元引受人が代筆した場合その理由（□身体上の理由により署名が困難　□その他　　　　　　　　）
身元引受人（家族・後見人）住所

　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　印

連帯保証人　　　　　　　　住所

　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　印

平成18年4月1日　一部改正しました。（介護予防追加）

平成19年4月1日　一部改正しました。（個人情報保護相談窓口変更）

平成20年2月１日　一部改正しました。（利用料金表記方法変更）

平成22年4月1日　一部改正しました。（個人情報保護相談窓口変更）

平成23年12月1日一部改正しました。（個人情報保護相談窓口変更）

平成24年4月1日　一部改正しました。（介護報酬改定）

平成25年7月1日　一部改正しました。（代表者名変更）

平成26年4月1日　一部改正しました。（介護報酬改定）

平成27年４月１日　一部改正しました。（介護報酬改定）

平成30年4月1日　一部改正しました。（介護報酬の改定）

平成31年4月1日　一部改正しました。（管理者、苦情相談窓口の変更）

令和元年10月1日　一部改正しました。（介護報酬改定）
令和2年4月1日　一部改正しました。（第19条「連帯保証人」追加）
令和2年12月1日　一部改正しました。（重要事項説明書にＣＳセット項目追加）
令和3年4月1日　一部改正しました。（介護報酬改定、面会時間変更）
令和3年8月1日　一部改正しました。（管理者、食費の変更）
令和4年6月29日　一部改正しました。（代表理事理事長の変更）
令和4年10月1日　一部改正しました。（介護報酬改定、ベースアップ支援加算追加）
令和5年1月1日　一部改正しました。（管理者の変更）
令和5年4月1日　一部改正しました。（食費改定、苦情相談窓口の変更）
令和5年12月1日　一部改正しました。（面会時間）（虐待防止）
令和6年4月1日　一部改正しました。（診療報酬改定、日常生活品費の変更）
令和6年8月1日　一部改正しました。（居住費負担限度額の変更）

令和6年10月1日　一部改正しました。（入所時説明書の変更、同意書の追加）
